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教員の研修に対する意識と育成指標をふまえた研修推進シート開発について  

 

E1117009 鈴木 義幸  

 

Ⅰ はじめに 

１ 研究の目的 

 本研究の目的は，岩手県内の公立小学校における教員研修に対する意識に焦点をあて，

県全体の傾向及び管理職と教員との比較等を通して実態を把握するとともに，今後の効果

的な資質･能力の向上や人材育成の在り方について実践を通して明らかにすることである。 

 教育基本法第９条には，「法律に定める学校の教員は，自己の崇高な使命を深く自覚し，

絶えず研究と修養に励み，その職責の遂行に努めなければならない。」と規定されており，

教員の研修の充実が図られる必要性について明示している。  

 教員の資質・能力については，これまでも中央教育審議会(2007)「今後の教員給与の在

り方について（答申）」において，教員の公務と組織運営体制の見直しの中で，「学校の

指導体制の充実を図るための，教員の資質向上を図ることが重要である。」と述べている。 

 2016 年には，中央教育審議会「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校の

学習指導要領等の改善及び必要な方策等について（答申）」の中で，「教員の資質・能力

の向上を目指す制度改革については，国，教育委員会，学校，大学等が目標を共有して連

携しながら，次期学習指導要領等に向けて教員に求められる力を効果的に育成できるよう，

教育委員会と大学等との協議の場の設置や教員に求められる能力を明確化する教員育成指

標，それをふまえた研修計画の策定などを示している。また，『教員は学校で育つ』もの

であることから，日常的に学び合う校内研修の充実等を支援する方策を講じることとし，

『アクティブ・ラーニング』の視点からの授業改善や外国語教育等の新たな教育課題に対

応した教員研修・養成も充実していくこと。」が示された。  

 これを受けて，学習指導要領の理念を実現するために必要な方策として，教員のより高

度な専門性と実践的指導力が求められており，研修を通した教員の「資質・能力」の育成

が必須といえる。        

 岩手県においては，今後１０年間継続して大量退職・大量採用の時期を迎えることとな

る。その対応策として，再任用教員や新採用教員の人数の増加が予想される。この人的不

均衡の課題を解消するための対策や組織的に人材を育成するための方策が学校現場におい

て今後必要不可欠となる。  

 岩手県教育委員会は，法定教員研修制度の基本研修として，初任者研修，教職経験者５

年研修，中堅教諭等資質向上研修，授業力向上研修を設定している。また，学校教育指導

指針（2017）において，義務教育の充実－共通事項として取り組む内容の中で，学校内に

おける人材育成について，「校内における人材育成を推進し，全教員の指導力向上と授業

力向上へ向けた職場内研修（On the Job Training：ＯＪＴ）等の活用」を図ることを明

記している。  

 人材育成の手段としては，職場内研修（ＯＪＴ），職場外研修（Off the Job Training
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：Ｏｆｆ－ＪＴ），自己啓発（Self Development：ＳＤ）の３つの研修の場があり，この

３つの研修それぞれが独立して存在するのではなく，相互に関連し合い，補完し合うこと

が重要である。３つの研修を関連・補完し合いながら，それぞれの研修の場で様々な手段

を用いて，教員一人ひとりの力量形成を高めていくことになる。多くの都道府県教育委員

会においては，人材育成のための研修ガイドラインや組織作り，チェックシート等を活用

した取り組みが推進されている。  

 しかし，人材育成の推進にばかり目が向けられているのが現状であり，人材育成と職場

内研修（ＯＪＴ），職場外研修（Ｏｆｆ－ＪＴ），自己啓発（ＳＤ）に対する教員の意識

との関係や影響については十分に検討されているとはいえない。  

 そこで，研修制度と職場内研修（ＯＪＴ），職場外研修（Ｏｆｆ－ＪＴ），自己啓発（Ｓ

Ｄ）に対する教員の意識との関連性を明らかにすることで，人材育成のより効果的な推進

が図られると考える。  

２ 主題設定の理由 

 教員の資質向上について，岩手の教員，特にスクールリーダー（管理職及びミドルリー

ダー教員）に求められる資質・能力に「学校経営の改革能力」と「組織的な人材育成能力」

があげられる。 

 学校経営の改革能力とは，いわて型コミュニティ・スクール構想にもとづき，明確な達

成目標を掲げ， 家庭・地域と協働する開放的で個性的な学校づくりを図る中で全教員の共

通理解にもとづく共通実践を通して学校教育の更なる充実を推進する能力のことである。 

 組織的な人材育成能力とは，学校内における職場内研修（ＯＪＴ），教育センター等に

おける職場外研修（Ｏｆｆ－ＪＴ），自己啓発（ＳＤ）による研修を図る中で，全教員の指

導力向上を目的とし，意図的・計画的に人材を育成する取り組み及びシステム推進能力の

ことである。 

 現在，多くの学校現場においては年齢構成，経験年数，校務分掌，主任経験などのアン

バランスにより，人材育成が図られず，校務に支障をきたしている状況が見受けられる。

そのため，学校内における 組織的な人材育成のための効果的なツールの開発は，今後の学

校マネジメントにおいて重要な課題解決の方策と考えられる。 

 特に，今後１０年間の大量退職・大量採用にともなう再任用教員と新採用教員増加に対

する人材育成，職能発達のための対策として，本主題を設定した。 

３ 先行研究 

 教員の職能発達に向けた教育委員会の支援体制の在り方について，山口・中野(2011)は，

「教員の職能発達に関して，教育委員会が責任を持つことで，全体的・計画的に育ててい

くことができる。」としている。  

 また，教員の資質・指導力の向上のための人材育成の在り方について，高知県教育委員

会(2013)は，「指導力のある退職教員を若手教員の指導に充てるシステムづくりは，人材

育成において有効である。」と述べている。  

 次に，職場内研修（ＯＪＴ）による若手教員の成長支援に関して，奈良県立教育研究所

(2013)が，「若手教員は，学習指導や生徒指導，基本的な業務のスキルアップを求めてい

るが，支援する側は，組織の一員として学校運営に参画できる力も求めており，プロジェ
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クトチーム等に若手教員を起用することで効果的に職場内研修（ＯＪＴ）を実施している

例もある。」と報告している。  

 そして，メンターを活用した若手教員の職場内研修（ＯＪＴ）について，伊藤・柴田(2014)

は，「知識や経験の豊富な人々（メンター）が，未熟な人々（メンティ）のキャリア形成

と心理・社会的側面に対して，一定期間継続して支援することは，次世代のリーダーとし

ての中堅教員と若手教員両方の人材育成に有効である。」ことをまとめている。柴田(2011)

は，「指導教諭による関係性と日常的な指導・助言が，若年層教員のモチベーションとコ

ミットメントを高め，課題解決の促進が図られ，有効に機能する。」ことも示している。 

 しかし，福島県教育委員会(2008)や岩手県立総合教育センター(2013，2014，2015)によ

ると，「学校組織力向上を図るために，職場内研修（ＯＪＴ）推進者としての主任などの

役割の明確化とともに，主任などの職場内研修（ＯＪＴ）推進者に対する責任者（管理職）

による職場内研修（ＯＪＴ）の在り方に課題がある。」ことを指摘している。  

 さらに，小・中学校の教員は，実践的指導力の調査項目において「省察・自己研鑽」へ

の意識の低下が見られ，職場内研修（ＯＪＴ）実践者による自己啓発（ＳＤ）の取り組み

（アクションリサーチ）の必要性を示唆している。  

 以上のことから，本研究では，人材育成の推進に有効な支援方法を，教員の意識に着目

して明らかにすることを目的とする。まず，教員の研修に対する意識を把握するための観

点を明らかにし，分析を行う。次に，職場内研修（ＯＪＴ），職場外研修（Ｏｆｆ－ＪＴ），

自己啓発（ＳＤ）に対する意識が人材育成に及ぼす影響について分析を行い，両者の関係

を整理し検討することにより，意識と研修場面の関連性を活用した人材育成に効果的な方

法について明らかにする。  

 

Ⅱ 「教員研修に対する意識」の実態に関する調査 

１ 調査目的 

  本調査は，岩手県内の公立小学校における「教員研修に対する意識」について，県全体

の傾向及び管理職と教員との比較等の観点から実態を把握することを目的として，４件法

による質問紙調査を実施した。  

２ 調査内容 

 調査の内容は，職場内研修（ＯＪＴ）に対する有効度，職場外研修（Ｏｆｆ－ＪＴ）に

対する有効度，自己研修（ＳＤ）に対する有効度である。  

３ 調査対象 

 岩手県全域の公立小学校から，８７校を無作為に抽出した。調査は，平成３０年１月下

旬から２月下旬に実施した。質問紙の回答率は，８５．１％（７２校），管理職８３．７

％（１４３人），教員６８．２％（６３１人）であった。  

４ 調査結果 

 以下の項目について調査の結果をまとめ，分析と考察を行った。  

（１）研修に対する意識傾向    

 管理職の意識調査における研修の有効度（図１）は，自己啓発，理想教員像，希望研修，

先輩指導助言，授業指導参観の順に高く，低かった項目は地域行事，大学大学院の順であ

った。教員の意識調査における研修の有効度（図２）は，希望研修，授業指導参観，理想
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教員像，自己啓発，先輩指導助言の順に高く，低かった項目は地域行事，大学大学院の順

であった。管理職，教員ともに，有効度の高い上位５項目，有効度の低い下位２項目につ

いては，同様の傾向を示した。  

 

 

 

 

（２） 管理職と教員による比較 （表１） 

 管理職と教員による比較では，自

己啓発，職場内研修，校内研究会，

法定研修，先輩指導助言，主任等研

修，理想教員像，後輩指導助言，自

己目標，分掌会議の１０項目におい

て，教員が管理職に比べ，有意に低

い傾向が見られた。教員がこれらの

研修に対して，あまり有効性を感じ

ていない傾向を示した。 

図２ 教員の意識調査における研修の有効度 

図１ 管理職の意識調査における研修の有効度 

ＮＯ 項目 有意差 ｔ値 ｐ値 効果量ｄ

2 自己啓発 管理職>>教員　 4.835 .000** .381

3 職場内研修 管理職>教員　 3.333 .001** .289

5 校内研究会 管理職>>教員　 2.902 .004** .251

6 法定研修 管理職>>教員 4.727 .000** .398

10 先輩指導助言 管理職>教員　 2.069 .040* .182

11 主任等研修 管理職>>教員　 2.896 .004** .263

12 理想教員像 管理職>教員　 2.093 .037* .194

13 後輩指導助言 管理職>>教員 4.568 .000** .402

16 自己目標 管理職>教員 2.371 .019* .226

18 分掌会議 管理職>>教員　 3.623 .000** .323

**：ｐ<.01　　　　*：ｐ<.05　　　　>>：ｐ<.01　　　　>：ｐ<.05

表１　管理職と教員による比較　（Welch検定）
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（３） 教員の年代による比較 （表２）  

 教員の年代による比較では，職

場外研修，法定研修，授業指導参

観，書籍等，先輩指導参観，主任

等研修，理想教員像，後輩指導助

言，外部講師指導助言，自己目標，

大学大学院，分掌会議，学校公開

の１３項目において，５１～６０

歳代が２２～３０歳代に比べ，有

意に低い傾向が見られた。また，

法定研修，先輩指導助言，外部講

師指導助言の３項目において，年

代が高くなるにつれて有効である

と感じる割合が低くなる傾向が見

られた。全体としては，年代が高

くなるにしたがい，研修に対して

有効であると感じる割合が低くな

る傾向を示した。  

（４） 主任等経験の有無による比較 （表３）  

 主任等の経験の有無による比較

では，地域行事において主任等経

験ありが有意に高く，法定研修，

大学大学院において主任等経験な

しが有意に高い傾向が見られた。

しかし，全体として一定の傾向は

見られなかった。  

５ 調査結果の考察と課題 

（１）考察 

・管理職，教員ともに，自己啓発，理想教員像，希望研修，先輩指導助言，授業参観指導

に高い有効性を感じている。 

・教員が管理職に比べ，研修に対して有効であると感じている割合が低い傾向にある。  

・年代が高くなるにつれて，研修が有効であると感じている割合が低い傾向にある。  

（２）課題 

・年代が高くなるにしたがって，研修への有効性を感じる割合が低くなり，モチベーショ 

ンの低下が見られることから，ライフステージに応じた達成目標の明確化を図る必要性 

がある。  

・管理職，教員ともに，特定の研修内容に対して高い有効性を示していることから，より 

有効性の高い研修内容を精選し，重点化を図る必要がある。  

・管理職と比較して，教員が全体的な研修への有効性をあまり感じていないという現状か 

ら，教員の研修に対する取り組みの意識化を図る必要性がある。  

ＮＯ 項目 F値 ｐ値 Ｈｏｌｍ法による多重比較

1 職場外研修 3.542 .015* 　１>４

6 法定研修 21.232 .000** 　１>>４，１>>３，1>２，２>>４，２>３，３>４

7 授業指導参観 7.089 .000** 　１>>４，１>>３，２>４

8 書籍等 3.151 .025* 　１>４，１>３

10 先輩指導助言 12.319 .000** 　１>>４，１>>３，２>４

11 主任等研修 5.508 .001** 　１>４

12 理想教員像 5.350 .001** 　１>>４，３>４

13 後輩指導助言 4.195 .006** 　１>>４，１>３

15 外部講師指導助言 10.409 .000** 　１>>４，１>>３，２>>４，３>４

16 自己目標 4.405 .004** 　１>>４

17 大学大学院 4.616 .003** 　１>>４

18 分掌会議 5.463 .001** 　１>>４，１>３

19 学校公開 7.057 .000** 　１>>４，１>>３

Ｈｏｌｍ法による多重比較の結果の標記
１：２２～３０歳　　　２：３１～４０歳　　　３：４１～５０歳　　　４：５１～６０歳
**：ｐ<.01　　　　*：ｐ<.05　　　　>>：ｐ<.01　　　　>：ｐ<.05

表２　教員の年代による比較　（分散分析）

ＮＯ 項目 有意差 ｔ値 ｐ値 効果量ｄ

4 地域行事 なし<あり　 1.996 .047* .178

6 法定研修 なし>あり　 2.550 .011* .222

17 大学大学院 なし>>あり　 2.847 .005** .241

**：ｐ<.01　　　　*：ｐ<.05　　　　>>：ｐ<.01　　　　>：ｐ<.05

表３　主任等経験の有無による比較　（Welch検定）
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Ⅲ 「研修推進シート開発」と実践 

 調査結果にもとづく考察と課題から，達成目標の明確化，研修内容の重点化，取り組み

の意識化を図るために，教育公務員特例法改正を受け，岩手県教育委員会が平成３０年３

月に策定した「校長及び教員としての資質の向上に関する指標」（以下，指標）を活用し

た「研修推進シート」を開発し，実践研究ならびに有効性の検証を行う。  

１ 研修推進シート開発  

 研修推進シートは，指標をふまえて作成し，ポートフォリオとして継続利用可能なもの

とする。また，キャリア・ライフステージに合わせた明確な目標が設定でき，その目標に

応じた自己課題の設定，計画，研修，振り返りを行い，中・長期的な展望と評価が実践で

きるものとする。  

２ 実践目的 

 実践の目的は，研修推進シートの開発試案にもとづいた研修計画を立て，研修を実施す

ることにより，教員における変容を見るための資料ならびに研修推進シートの有効性につ

いての検証データを得ることである。  

３ 実践内容 

 実践の内容は，研修推進シートを用いて，「Ⅰ 達成目標」を設定し，「Ⅱ 研修計画」

を立案し，「Ⅲ 研修履歴等一覧」を記録することとした。また，研修推進シートを用いた

実践終了後に，研修推進シートの有効度について，４件法による質問紙調査を実施した。 

４ 実践対象 

 実践の対象は，県央部のＡ市立Ｂ小学校の現職教員２０名とした。実践は，平成３０年

１１月から１２月に実施した。  

５ 実践結果 

 以下の項目について実践の結果をまとめ（図３），分析と考察を行った。  

（１） 研修推進シートの有効度について 

 「研修推進シートは，キャリア・ライフ

ステージに応じた教員研修について考えた

り，取り組んだりする上で有効であるか。」

について尋ねた結果，平均値は３．４４で

あった。内訳については，「とても有効で

ある」が４５％，「やや有効である」が５

５％であり，「研修推進シート」を活用し

た取り組みは，実践を行った全ての教員が

有効であると捉えていた。  

（２） 達成目標の明確化について 

 「達成目標を設定することは，自己課題

や目標の明確化を図る上で有効であるか。」

について尋ねた結果，平均値は３．５０で

あった。内訳については，「とても有効で

ある」が５０％，「やや有効である」が５
図３ 研修推進シートの有効性 
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０％であり，「達成目標を明確に設定」して，研修に取り組むことは，実践を行った全て

の教員が有効であると捉えていた。  

（３） 研修内容の重点化について 

「研修計画を立案することは，研修機会や研修内容の重点化を図る上で有効であるか。」

について尋ねた結果，平均値は３．３３であった。内訳については，「とても有効である」

が４５％，「やや有効である」が４５％であり，「研修内容を重点化」して，研修に取り

組むことは，全体的には実践を行った多くの教員が有効であると捉えていた。  

（４） 取り組みの意識化について 

 「研修履歴を作成することは，研修の振り返りや取り組みの意識化を図る上で有効であ

るか。」について尋ねた結果，平均値は３．４４であった。内訳については，「とても有

効である」が４５％，「やや有効である」が５５％であり，「研修履歴を作成することに

より，取り組みを意識化」して，研修を実施することは，実践を行った全ての教員が有効

であると捉えていた。  

６ 実践結果の考察と課題 

 これまで，教員研修のより効果的な推進のために，教員研修に対する意識の実態に関す

る調査結果の考察と課題，教育公務員特例法改正を受けた指標の策定にもとづき，達成目

標の明確化，研修内容の重点化，取り組みの意識化を図った研修推進シートの開発試案に

よる実践研究の有効性について検討してきた。 

 その結果，研修推進シートに対する有効度は全体的に高く，研修推進シートによる取り

組みが一定の効果を示すことが分かった。  

 また，意識の実態調査から明らかとなった達成目標の明確化，研修内容の重点化，取り

組みの意識化の課題についても，概ね良好な結果が得られており，研修推進シートによる

実践の効果といえる。  

 しかし，自由記述等に関する各項目を精査するにあたり，次のような課題があることも

分かった。  

（１） 考察 

・推進シートの有効度，達成目標の明確化，研修内容の重点化，取り組みの意識化のいず

れも有効であると感じている割合が高い傾向にある。 

・研修推進シートを活用した取り組みや実践に一定の効果が認められる。  

・客観的な振り返り，目指す教師像と資質，研修傾向と実態把握，今後の研修への活用等

について肯定的な意見が多く，課題解決に向けた効果が期待できる。 

（２） 課題 

・見通しのもたせ方，時間の確保，更新時期，効率化・簡略化，データ管理，様式・形式，

多忙化解消への配慮等については改善を図る必要性がある。 

・１校における実践であり，一般化を図るための手立てを構築する必要性がある。  

 

Ⅴ  おわりに 

 この研究は，岩手県内の公立小学校における教員の研修に対する意識の傾向にもとづき，

教員研修推進のための今後の方向性を探ろうとするものであった。  

 そのため，実態調査を実施して，達成目標の明確化，研修内容の重点化，取り組みの意
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識化という課題が顕在化していることを明らかにするとともに，それらの課題解決に向け

た教員研修推進に関する基本構想や指標をふまえた研修推進シートの開発試案を作成して

実践を行った。また，実践後に研修推進シートの有効度について分析を行った。  

 その結果，研究課題は残ったものの，指標をふまえた研修推進シート開発試案が研修意

識の向上に有効であることを確認することができた。  

 教員研修に視点を置くことが，研修制度と職場内研修（ＯＪＴ），職場外研修（Ｏｆｆ

－ＪＴ），自己啓発（ＳＤ）に対する理解を深め，それが人材育成のより効果的な推進に

つながると考える。人材育成を目的とする研修推進シートの開発は，指標についての理解

を深めることと，キャリア・ライフステージにおける役割や課題等について知ることで，

中･長期的な普遍性のある教員研修の推進ができるものと考える。  
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